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脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国際実証事業／実証前調査／
インドの工場における効率的な熱運用を実現するための水素技術等実証事業（インド・ハリヤナ州）
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インド・ハリヤナ州の背景

②石炭中心のエネルギー供給が続き
自家発や託送制度を使い再エネ電力調達が必要

CoalCoal

Coal

①インドのエネルギー需要

一次エネルギー供給量の構成
(エネルギー源別)(2020年) 発電電力量の構成

(エネルギー源別)(2020年)
最終エネルギー消費の構成

(セクター別)(2020年) 最終エネルギー消費
(セクター別/エネルギー源別)(2020年)

発電構成の見通し
• 2040年においても石炭発電が主力
• 2040年までに発電電力量に占めるPV割合30%まで増加見込

出典: IEA, World Energy Balances

• 2021年8月モディ首相 「国家水素ミッション」の策定をに発表 2030年までにグリーン水素の年間
生産量を500万トンへ

• 2021年11月 COP26において2070年までネットゼロ目標を表明
• 2022年2月17日 インド電力省 グリーン水素・アンモニア政策を発表

• グリーン水素・アンモニア生産者が、再エネ電力の購入や再エネ容量の拡張を自由に行うことが
できる

• すぐに消費しない再エネ電力を最長30日間まで配電会社に預けられる
• 2023年6月28日 新・再生可能エネルギー省(Ministry of New and Renewable Energy: 

MNRE)はグリーン水素変革のための戦略的インセンティブ(Strategic Interventions for 
Green Hydrogen Transition: SIGHT)プログラムにおいて支援策を提供
• Component I Incentive Scheme for Electrolyser Manufacturing
• Component II Incentive Scheme for Green Hydrogen Production (under 

Mode 1)

⑤水素への高い期待

脱炭素熱供給システム
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MSIL-Gurugram 5 MW 

P2G候補地

熱需要地塗装工場

既設 PV20MW

既設PV1.3MW

MSIL-Manesar 51MW 
既設 21.3MW FY25予定 20MW ポテンシャル 10MW

新設PV 
20MW(予定)

MSIL-Rohtak 40 MW(ポテンシャル)

MSIL-ハリヤナ101 MW(ポテンシャル)

工場における水素利活用ポテンシャル

①マルチスズキインディア(MSIL)のハリヤナ州工場は
合計100MW PVポテンシャルを有する

電
力
需
要

電
力
需
要

電
力
需
要

電
力
需
要

電
力
需
要

電
力
需
要

日 月 火 水 木 金 土

日曜日のPV余剰電力を平日の熱に利用する
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Manesar Gurugram Gujarat Rohtak

立地州 Haryana Haryana Gujarat Haryana

受電電圧 kV 220 66 220

電力源 ほぼ系統電力 主に自家発電CNG GT ほぼ系統電力

オンサイトPV導入量
MW

41.3 MW
10 MW増設予定

5 MW
850 kW

75 MW予定
40MWポテンシャル

オフサイト VRE N/A N/A 17.6 MW (風力・PV)

再エネ調達 市場・配電会社から 配電会社から 市場から

MSIL各工場の電力使用・PV導入の概要(2024/6/14現在)
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※廃止された自家発電除く

一次エネルギー消費 圧縮天然ガス(CNG)消費* 最終需要電力供給 電力消費

②電力系統は石炭火力由来の石炭消費が多く
工場内では塗装工程に天然ガス消費が多い

①工場の平日電力負荷55MW、PV 50MW規模では日曜日に余剰が発生

電力負荷よりPV出力が多い時間帯がある
→電解装置で水素製造へ

電力需要

塗装工程 熱需要

Scope-1の脱炭素化に向けて
• 塗装はCNGの70%  92GWhth/年を消費
• 自家発廃止に伴い蒸気ラインも廃止へ
• 需要の温度レベルごと対応が必要

②低温・高温熱需要にそれぞれヒートポンプ・バーナー
広範な温度域をカバーする脱炭素熱供給システムへ

Scope-1の脱炭素化に向けて
• 本プロジェクトではスモールスタートしインドで
の適合性を実証する

• その後は再エネの追加的な調達が効果的
• CNには水電解装置の大規模化も必要に

https://www.iea.org/reports/world-energy-outlook-2024

• 2023年14億2900万人(世界一)
• 2050年には16億7000万人に達すると予想されている。
• 人口増加および需要拡大のため、今後10年のエネルギー需要の成長
が世界で最も大きな国となることが見込まれている。

• エネルギー源としての石炭は、2023年には産業部門のエネルギー需要
の40%を担う

• 現行の政策シナリオ(Stated Policy Scenario: STEPS)において、
2035年までに総エネルギー需要は35%増加し、発電容量は3倍の
1,400GWになる。

• 2030年までには約60 GW規模の石炭火力発電が新規に建設され
ることで、発電量に占める石炭の割合は15%増加する。

• 2035年までに、産業の石炭消費量は50%増加する見込み。産業部
門全体の需要に占める石炭の割合は、現在と同水準のまま推移する。

• 各種政策により石炭消費量は、産業利用の電力・水素の安定的な増
加により、2030年代に最大値に達することと予想。

Peak out

https://www.iexindia.com/maps.aspx

2022年 IEX N1エリア
1日前市場1時間値降順

2022/8/15 N1エリア価格

8~15時に
底値

ダックカーブ
が顕在化

DAMは安価

上限
価格

③インド電力市場 N1ブロックにおいてダックカーブが顕在化
• Indian Energy Exchange(IEX)

• インド全体を13のブロックに分割

• ハリヤナ州はN1に所属

• 前日市場は15分ブロック値入札

• 商品
• Green Day-Ahead Market (G-DAM)

• Day-Ahead Market (DAM)

• Real Time Market (RTM)

• Green Term-Ahead Market (G-TAM)

• Term-Ahead Market (TAM)

• 市場価格の傾向
• 15時以降にG-DAM価格が上昇する

• 18時以降にDAM価格が上昇する

2
オープンアクセスを活用し
た購入(OA)

1
電力取引市場からの購入
• Green Day-Ahead Market(G-DAM)
• Green term ahead market（G-TAM）

3
配電会社からのグリー
ン電力の購入

4
再生可能エネルギー証
書の調達（REC）

✓ 州／中央の送電・配電網を
利用して電力調達する仕組
み

✓ 通常100kW以上の負荷の
ある企業（商業・工業用電
力消費者）

2-1
直接電力事業者
と契約を結ぶ
Third-party owned

2-2
自ら発電事業を立
ち上げる。
Captive/ Group-
Captive

https://www.iexindia.com/G-TAM-Overview.aspx

https://www.iexindia.com/Products.aspx

④送電網からグリーン電力調達方法は4つ

https://mnre.gov.in/en/national-green-
hydrogen-mission/

https://www.seci.co.in/Upload/New/638778895730048456.pdf

• 2025年3月17日 入札を実施したインドソーラーエネルギー公社
(Solar Energy Corporation of India: SECI) によるとSIGHT
プログラムの水素製造の技術に依存しないModel-1は、全14社、計
620,000 MT/年のグリーン水素製造能力が採択。

ここまでの調査実績: 対象国の状況、ポテンシャル調査、実証対象技術のとりまとめ、システムの概念・基本設計
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